
ＪＡ長野県農業労働力支援センター
事業実施期間令和4年度

（長野県）

本センターは県内JA・行政等23団体により構成し、労働力確保の取組を全県一体的に強化するために設立した協議体である。かねてより、果樹地帯を中心に、
農業求人サイトや１日農業バイト等を活用した地域の多様な労働者の掘り起しとマッチング、また高原野菜地帯での特定技能1号外国人材の受入推進等を実施
してきたが、本事業を通じ、「農福連携マッチングの促進」「１日農業バイトを活用した副業推進と継続的な農業従事者の確保・育成」「外国人材の県内外リ
レーの強化(産地間連携)」等に取組むことにより、複合的かつ安定的な労働力確保体制の構築を図る。

長野県、県内14ＪＡ、中央会・各連合会(信連・全農・厚生連・共済連)、
地域開発機構、長野県農業会議、長野県農業担い手育成基金など23団体

令和４年度
農業労働力産地間
連携等推進事業

令和４年度取組み内容

事業実施主体構成員
確保した農業労働力：9,308名
(1)農業求人サイト、1日農業バイトによる確保人数：9,205名
(2)特定技能等外国人材受入人数：103名
(3)農福連携マッチングアプリによる従事人数：0名
(4)他産地・他産業との連携による労働力確保：

①特定技能外国人の県内・県外連携：37名(県内6,県外31) ※(2)の内数

②他産業からの受入従事者数：(1)の内数として少なくとも727名が従事

成果目標と進捗

今年度の取組み内容

ア 労働力の需給状況の把握（地域の状況及び労働力提供可能な者の把握等）

(1)県内農業法人の雇用状況(調査法人数：997法人)を基に、品目・地域別に季節雇用労働力の不足状況を調査・集計した。
⇒傾向値であるため、今後、品目別の労働力確保の体系化(機械化含む)と、産地間連携等の検討を行っていく必要がある。

≪不足人数が多かった品目と地域≫
・野菜：佐久エリア(6～9月) ⇒164法人中22法人(13%)で、ピーク時42名不足
・果樹：長野・松本エリア(5～11月)、南信州エリア(10～12月) ⇒121法人中21法人(17%)でピーク時75名不足
・菌茸：北信エリア(10～2月) ⇒163法人中10法人(6%)でピーク時35名不足
・米麦：全域(5～10月) ⇒173法人中25法人(14%)でピーク時60名不足

イ 産地内での労働力確保・育成

(1)農業求人サイト「おいしいをずっと！信州農業で働きませんか」 ※中長期雇用向け
R4実績：求人掲載数46件(前年対比89%)、求職者応募件数98件(前年対比57%)、採用数14件(前年対比50%)

(2)１日農業バイト「daywork」 ※短期雇用向け
R4実績：利用農家数173農家(前年対比178%)、農家の募集人数11,570人(前年対比264%)、求職者の応募人数 11,963人(前年対比209%)

成立人数9,191人(前年対比241%)、マッチング率79%、募集倍率 103%

(3)Yahoo!、Googleでの求職者向けWEB広告配信
①求人サイト遷移：広告クリック数2,341件(前年比24%)、CV(広告経由の応募数)4件（前年比10%）
②1日農業バイト「daywork」遷移：広告クリック数：24,297件(前年比181%)、CV(広告経由の最大アプリインストール数)：1,295件（前年比84%）
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今年度の取組み内容

イ 産地内での労働力確保・育成

(4)農福連携マッチングアプリの開発
⇒(株)鎌倉インダストリーズに委託し、R5.1月に完成。１日農業バイトdayworkのアプリ上で、農家・福祉事業所が申請をすることで利用可能になる。
アプリのチラシ・操作手順書を作成。今後、関係機関により、県内モデル展開地区において利用を図る。

(5)新規学卒者向けインターンシップの実施
⇒新規学卒者の農業従事の促進に向け、大学生を対象に、ＪＡやＪＡ子会社が行政と連携して行う新規就農者研修事業の紹介と県内２地域での２泊３日の
農業インターンを実施した。(ガイダンスへ15名、インターンへ5名の県外学生が参加)

ウ 他産地・他産業との連携による労働力確保

(1)ＪＡ長野開発機構による特定技能外国人の受入実績
①登録支援機関による農家直接雇用の支援：36農家へ72人の受入支援
②うち、県内の産地間リレー：6名
・東信の高原野菜作業(4月～10月)⇔北信のきのこ作業(11月～3月) 2名
・中信の高原野菜作業(4月～9月)⇔北信のきのこ作業(10月～3月) 4名

(2)長崎県(株)エヌと連携した外国人材の産地間リレー：19農家へ31名の派遣

(3)令和5年度に向け、高原野菜地帯において他産地・他産業からの日本人受入募集開始：3農家8名の希望に対し、2月末現在で7名の応募

(4)1日農業バイトによる農業の副業従事促進に向け、すでに取り組んでいる方のインタビューも入れた新聞広告を掲載。
従業員の農業での副業を検討している企業との個別打合せの実施。県庁職員と1日農業バイト利用農家等によるマッチング相談会の開催。

エ 労働力等のマッチング及びデータベース化

(1)1日農業バイトを利用する求職者の属性分析とWEB広告への活用
⇒①年代：20～40代で約70%、②職業：会社員・パートアルバイト等で約50%、③勤務先：製造業21%、医療福祉：15%、農林漁業14%、飲食11%など

(2) １日農業バイトを利用する本県求職者へWEBアンケートを実施
①回答人数：557名
②今後継続的に農業に従事したい(就農、法人雇用等)求職者：89名(16%)
③農業法人への就職や就農に関する情報送付を希望する求職者：101名(18%)

令和４年度
農業労働力産地間
連携等推進事業
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今年度の取組み内容

オ 農業の「働き方改革」への取組

(1)適正な外国人材の受入に向けた農家等の意識啓発に向け、「農業の働き方改革・雇用促進研修会」を開催(農家35名含め、計109名出席)
≪研修内容≫
①「外国人材確保の今後の見通しや課題」 弁護士法人Global HR Strategy 代表弁護士 杉田昌平 氏
②「外国人材受入にあたっての基本的な留意事項」 東京出入国在留管理局 在留支援部門入国審査官大西典子 氏
③「外国人労働者への基本的な労務管理について」 ＪＡ長野中央会 ＪＡ支援部 審議役 安江 忍 氏
④「外国人材から選ばれる産地・農家となるために」独立行政法人国際協力機構（JICA）理事長特別補佐 宍戸健一氏
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本事業取組みにおける成果項目 次年度以降の取組み内容

１．農業求人サイト、１日農業バイトの利用拡大と定着に向けた取組
⇒1日農業バイト求職者の中で、継続的な従事意向者に対し、「利用」
から「定着」に向けたアプローチ

２．特定技能外国人の受入・支援体制強化と産地の労働力構造の転換に
向けた取組

⇒主要送出国の状況が変化する中で、受入チャネルの複線化
⇒外国人労働者に頼らない人材確保と生産体系構築に向けた試行

３．農福連携のマッチングシステムの普及・活用
⇒モデル地域でのテスト運用と、全県下への展開。福祉事業所へのPR

４．副業による農業従事の促進
⇒県職員、ＪＡ職員の副業促進と他企業への推進

５．農業における働き方改革の推進
⇒人材争奪戦の激化、雇用方法や形態が多様化(ワンデイ・作業委
託・外国人等)する中での農家の雇用・労務管理意識の向上に向けた
研修会の開催等

１．農福連携マッチングアプリの構築と資材作成(チラシ・操作手順書)
→次年度以降に本格活用

２．１日農業バイトdaywork求職者へのアンケート調査により、アプリ
の認知経路、就労満足度、今後の農業への従事意向、産地間リレー
への意向、農家等への要望について把握

→利用農家へ結果を周知し対応等の改善を促すとともに、今後の事業
への活用

３．応募者の属性分析による効果的なWEB広報の実施
→応募の多い属性向けのリスティング広告文やディスプレイ広告とし、
求職者からの応募増を図った。

４．副業による農業従事の推進
→県職員による副業従事、ＪＡに向けた就業規則等の提示、
１日農業バイトによる従事に向けた広告発信

令和４年度
農業労働力産地間
連携等推進事業
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